
議案第５号

令和８年度南丹市後期高齢者医療事業特別会計予算

令和８年度南丹市の後期高齢者医療事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ７２５，７００千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。

令和８年２月２日提出

南丹市長 西村 良平
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金          額款

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

（単位：千円）歳 入

項

保 険 料1 534,750

後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料1 534,750

使 用 料 及 び 手 数 料2 201

手 数 料1 201

繰 入 金4 175,266

一 般 会 計 繰 入 金1 175,266

繰 越 金5 13,000

繰 越 金1 13,000

諸 収 入6 2,483

延 滞 金 、 加 算 金 及 び 過 料1 81

償 還 金 及 び 還 付 加 算 金2 2,400

預 金 利 子3 1

雑 入4 1

725,700歳              入              合              計
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金          額款

（単位：千円）歳 出

項

1 総 務 費 28,384

総 務 管 理 費 1 26,517

徴 収 費 2 1,867

2 後 期 高 齢 者 医 療 広 域 連 合 納 付 金 694,716

後 期 高 齢 者 医 療 広 域 連 合 納 付 金 1 694,716

4 諸 支 出 金 2,400

償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 1 2,400

5 予 備 費 200

予 備 費 1 200

725,700歳              出              合              計
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予 算 に 関 す る 説 明 書
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款 比     較前 年 度 予 算 額

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書１　総　括
（単位：千円）歳 入

本 年 度 予 算 額

1 保 険 料 465,822 68,928534,750

2 使 用 料 及 び 手 数 料 201 0201

4 繰 入 金 188,094 △12,828175,266

5 繰 越 金 11,000 2,00013,000

6 諸 収 入 2,483 02,483

歳     入     合     計 725,700 667,600 58,100
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地 方 債

本年度予算額 比 較前年度予算額款

（単位：千円）

特    定    財    源
一般財源

国府支出金 そ の 他

本  年  度  予  算  額  の  財  源  内  訳

歳 出

28,3841 30,956 △2,57228,384総 務 費

681,7162 634,044 60,672694,716 13,000後 期 高 齢 者 医 療 広 域 連 合 納 付 金

2,4004 2,400 02,400諸 支 出 金

2005 200 0200予 備 費

歳     出     合     計 725,700 667,600 58,100 712,700 13,000
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２　歳　入

（単位：千円）後期高齢者医療保険料1保険料（款） 1 （項）

前 年 度 説    明
金   額区   分

節
比   較本 年 度目

346,872現年分特別徴収保1325,165特別徴収保険料1 21,707346,872 346,872現年度分特別徴収保険料

険料

186,778現年分普通徴収保1140,657普通徴収保険料2 47,221187,878 186,778現年度分普通徴収保険料

険料

1,100滞納繰越分普通徴2 1,100滞納繰越分普通徴収保険料

収保険料

68,928465,822534,750計

手数料（項） 1使用料及び手数料（款） 2

200督促手数料1200督促手数料1 0200 200督促手数料

1納付証明手数料11証明手数料2 01 1納付証明手数料

0201201計

一般会計繰入金（項） 1繰入金（款） 4

28,380事務費繰入金130,952一般会計繰入金1 △2,57228,380 28,380事務費繰入金

146,886保険基盤安定繰入1157,142保険基盤安定繰入2 △10,256146,886 146,886保険基盤安定繰入金

金金

△12,828188,094175,266計

繰越金（項） 1繰越金（款） 5

13,000繰越金111,000繰越金1 2,00013,000 13,000前年度繰越金

2,00011,00013,000計
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（単位：千円）延滞金、加算金及び過料1諸収入（款） 6 （項）

前 年 度 説    明
金   額区   分

節
比   較本 年 度目

80延滞金180延滞金1 080 80延滞金

1過料11過料2 01 1過料

08181計

償還金及び還付加算金（項） 2諸収入（款） 6

2,300保険料還付金12,300保険料還付金1 02,300 2,300保険料還付金

100還付加算金1100還付加算金2 0100 100還付加算金

02,4002,400計

預金利子（項） 3諸収入（款） 6

1預金利子11預金利子1 01 1預金利子

011計

雑入（項） 4諸収入（款） 6

1雑入11雑入1 01 1雑入

011計
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３　歳　出

（款） 1 総務費 （項） 1 総務管理費 （単位：千円）

目 本 年 度 前 年 度 比   較

本  年  度  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国府支出金 地 方 債 そ の 他

1一般管理 26,517 28,143 △1,626 26,517 2給 料 10,111 〇一般職員給与費 20,069

費 　・一般職給 10,111
3職員手当等 6,909 　・扶養手当 78

　・通勤手当 88
4共 済 費 3,049 　・時間外勤務手当 443

　・期末手当 2,327
8旅 費 9 　・勤勉手当 1,944

　・職員退職手当組合負担金 1,315
10需 用 費 179 　・地域手当 714

　・職員共済組合負担金 2,968
11役 務 費 5,532 　・職員厚生会負担金 61

　・職員公務災害補償基金負担金 20
12委 託 料 135 〇一般管理事業 6,448

　・普通旅費 9
13使用料及び 593 　・消耗品費 168
賃 借 料 　・印刷製本費 11

　・通信運搬費 5,532

　・システム保守点検委託料 135

　・有料道路通行料 2

　・駐車場使用料 3

　・システム使用料 588

計 26,517 28,143 △1,626 26,517

（款） 1 総務費 （項） 2 徴収費

1徴収費 1,867 2,813 △946 1,867 10需 用 費 350 〇保険料賦課徴収費 1,867

　・消耗品費 31
11役 務 費 1,517 　・印刷製本費 319

　・通信運搬費 1,247

　・手数料 270

計 1,867 2,813 △946 1,867
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（款） 2 後期高齢者医療広域連合納付金 （項） 1 後期高齢者医療広域連合納付金 （単位：千円）

目 本 年 度 前 年 度 比   較

本  年  度  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国府支出金 地 方 債 そ の 他

1後期高齢 694,716 634,044 60,672 681,716 13,000 18負担金､補助 694,716 〇後期高齢者医療広域連合負担金 694,716

者医療広 及び交付金 　・保険基盤安定負担金 146,886

域連合納 　・保険料等負担金 547,830

付金

計 694,716 634,044 60,672 681,716 13,000

（款） 4 諸支出金 （項） 1 償還金及び還付加算金

1保険料還 2,300 2,300 0 2,300 22償還金､利子 2,300 〇保険料還付金 2,300

付金 及び割引料 　・保険料還付金 2,300

2還付加算 100 100 0 100 22償還金､利子 100 〇還付加算金 100

金 及び割引料 　・還付加算金 100

計 2,400 2,400 0 2,400

（款） 5 予備費 （項） 1 予備費

1予備費 200 200 0 200 〇予備費 200

　・予備費 200

計 200 200 0 200
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１　特別職
（単位：千円）

給 与 費

給 　与 　費 　明 　細 　書

区　　　　分 職員数 共済費 合　　計 備　　考
報　　酬 給　　料

期末手当
（年間支給率）

その他
の手当

計

長　等 人

議　員 人

その他の
特別職

人

計 人

長　等 人

議　員 人

その他の
特別職

人

計 人

長　等 人

議　員 人

その他の
特別職

人

計 人

本

年

度

前

年

度

比

較
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２　一般職
　（１）　総括

（下記のアとイの合計）

内訳 ア　会計年度任用職員以外の職員 内訳 イ　会計年度任用職員

備
考

備
考

（単位：千円）

給　　　与　　　費

報　　酬 給　　料 職員手当 計

本　年　度 3人 10,111 6,909 17,020 3,049 20,069

前　年　度 3人 10,966 7,526 18,492 3,293 21,785

比　　　較 △ 855 △ 617 △ 1,472 △ 244 △ 1,716

区　分 地域手当 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務

手当
時間外

勤務手当

管理職員
特別勤務

手当

管理職
手当

期末勤勉
手当

児童手当
退職手当
負担金等

本年度 714 78 88 443 4,271 1,315

前年度 445 138 400 416 4,551 150 1,426

比　較 269 △ 60 △ 312 27 △ 280 △ 150 △ 111

（単位：千円） （単位：千円）

給　　　与　　　費 給　　　与　　　費

報　　酬 給　　料 職員手当 計 報　　酬 給　　料 職員手当 計

本　年　度 3人 10,111 6,909 17,020 3,049 20,069 本　年　度

前　年　度 3人 10,966 7,526 18,492 3,293 21,785 前　年　度

比　　　較 △ 855 △ 617 △ 1,472 △ 244 △ 1,716 比　　　較

区　分 地域手当 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務

手当
時間外

勤務手当

管理職員
特別勤務

手当

管理職
手当

期末勤勉
手当

児童手当
退職手当
負担金

区　分 地域手当 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務

手当
時間外

勤務手当

管理職員
特別勤務

手当

管理職
手当

期末勤勉
手当

児童手当 退職手当

本年度 714 78 88 443 4,271 1,315 本年度

前年度 445 138 400 416 4,551 150 1,426 前年度

比　較 269 △ 60 △ 312 27 △ 280 △ 150 △ 111 比　較

　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算
の基礎となったものについて記載したものである。

１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算の基礎となったも
のについて記載したものである。
２　（）内は、会計年度任用のパートタイム勤務職員についての人数である（外数）。

区　　分 職員数 共済費 合　　計 備　　考

職員手当
の内訳

区　　分 職員数 共済費 合　　計 備　　考 区　　分 職員数 共済費 合　　計 備　　考

職員手当
の内訳

職員手当
の内訳
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　（２）　給料、報酬及び職員手当の増減額の明細

（下記のアとイの合計）

 職員数の変動及び異動等に伴う増減分

内訳 ア　会計年度任用職員以外の職員 内訳 イ　会計年度任用職員

 職員数の変動及び異動等に伴う増減分

（単位：千円）

区　　分 増　減　額 増減事由別内訳 説　　　　　　　　明 備　　　考

  （職員数の異動状況）

区分 現に在職する職員数 その他 計

本年度 3人 3人

前年度 3人 3人

増減

（単位：千円） （単位：千円）

区　　分 増　減　額 増減事由別内訳 説　　　　　　　　明 備　　　考 区　　分 増　減　額 増減事由別内訳 説　　　　　　　　明 備　　　考

  （職員数の異動状況）

区分 現に在職する職員数 その他 計

本年度 3人 3人

前年度 3人 3人

増減

給与改定に伴う
増減分

378
（会計年度任用職員以外）給与改定率　3.28％
（会計年度任用職員）給与改定率　3.74％

昇給に伴う増加
分

124 平均昇給率　0.867％

報　　　酬 その他の増減分

職員手当 △ 617

制度改正に伴う
増減分

338
期末勤勉手当支給割合0.05月分の増
地域手当　4.0％→7.0％

その他の増減分 △ 955 職員の異動等に伴う増減分

給与改定に伴う
増減分

378 給与改定率　3.28％
報酬改定に伴う
増減分

昇給に伴う増加
分

124 平均昇給率　0.867％
その他の増減分

職員手当 その他の増減分

職員手当 △ 617

制度改正に伴う
増減分

338
期末勤勉手当支給割合0.05月分の増
地域手当　4.0％→7.0％

その他の増減分 △ 955 職員の異動等に伴う増減分

給　　　料 △ 855

その他の増減分 △ 1,357

給　　　料 △ 855

報　　　酬

その他の増減分 △ 1,357
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　（３）　給料及び職員手当の状況

　　（ア）　職員１人当たり給与 　　（イ）　初任給

　　（ウ）　級別職員数 　　（級別の基準となる職務）

区　　　　　　　　　　　　分 一般行政職 国　　の　　制　　度

平 均 給 料 月 額 ２７５，１００円 行政職（一）

平 均 給 与 月 額 ３０５，８２０円 大　学　卒 ２３２，０００円 ２３２，０００円

平 均 年 齢 ３３．３　歳 短　大　卒 ２１６，５００円 ２１６，５００円

平 均 給 料 月 額 ２９８，６６７円 高　校　卒 ２００，３００円 ２００，３００円

平 均 給 与 月 額 ３２２，３９８円

平 均 年 齢 ３９．０　歳

一　　般　　行　　政　　職 職務の級 基 準 と な る 職 務

級 職員数 構成比（％） 級 職員数 構成比（％） ７　　級 　部長・次長

１ 級 ５ 級 ６　　級 　課長・参事

２ 級 3人 100.0 ６ 級 ５　　級 　課長補佐

３ 級 ７ 級 ４　　級 　係長

４ 級 合　　計 3人 100.0 ３　　級 　主任・主査

１ 級 1人 33.3 ５ 級 1人 33.4 ２　　級 　主事

２ 級 1人 33.3 ６ 級 １　　級 　主事・主事補

３ 級 ７ 級

４ 級 合　　計 3人 100.0 

区　　　　分 南丹市

令和８年１月１日現在

令和７年１月１日現在

区　　　　分

令和８年１月１日現在

令和７年１月１日現在
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　　（エ）　昇給 　　（オ）　期末手当・勤勉手当

　　（カ）　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

　　（キ）　特殊勤務手当

　　（ク）　その他の手当

支給期別支給率（月分）

６月 １２月

職　　員　　数　　　　　　(A) 3人 職　　員　　数　　　　　　(A) 3人 本 年 度 2.325 2.325 4.65 有

昇給に係る職員数　(B) 3人 昇給に係る職員数　(B) 2人 前 年 度 2.300 2.300 4.60 有

１号給 １号給 国 の 制 度 2.325 2.325 4.65 有

２号給 ２号給

３号給 ３号給

４号給 3人 ４号給 2人
２０年

勤続の者
２４年

勤続の者
３５年

勤続の者
最高限度

５号給 ５号給 （月分） （月分） （月分） （月分）

６号給 ６号給

７号給 ７号給

８号給 ８号給

比　率　　　　　　(B/A)　　　（％） 100.0% 比　率　　　　　　(B/A)　　　（％） 66.7%

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （ 予 算 ） ０．００　％

支給 対 象職 員 の比 率 （ 令和 ８年１月 １日 現 在 ） ０．００　％

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称
伝染病防疫等作業手当

（1,000円／回）
汚物処理作業手当

（500円／回）

区　　　　　　　　分 国　の　制　度　と　の　異　同 差　異　の　内　容

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同

管 理 職 手 当 異 　国は定額制であるが、　南丹市は定率制である。

管理職員特別勤務手当 同

区　　　　　　分 一般行政職 区　　　　　　分 一般行政職 区　　　　　　分 支　給　率　計
職制上の段階、職務の
級等による加算措置 備　　　　考

区　　　　　　分 その他の加算特例等 備　考

南 丹 市
（支給率等）

24.586875 31.282875 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

あり
　退職手当支給事務については、京都府
市町村退職手当組合による。

国 の 制 度
（支給率等）

24.586875 31.282875 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

あり

区　　　　　　　　分 全　　　職　　　種

本

年

度

前

年

度

号給数別内訳 号給数別内訳
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